
今後の医療政策について  

～医療構造改革の目指すもの～  

平成19年 4月17日   



医療制度改革法の概要  
医療制度改革大綱の基本的な考え方  

【良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療  

法等の一部を改正する法律】  

①都道府県を通じた医療機関に関する情報の公表制度の創設  

など情報提供の推進  

②医療計画制度の見直し（がんや小児救急等の医療連携体制  

の構築、数値目標の設定等）等  

③地域や診療科による医師不足問題への対応（都道府県医療  

対策協議会の制度化等）  

④医療安全の確保（医療安全支援センターの制度化等）  

⑤医療従事者の資質の向上（行政処分後の再教育の義務化等）  

⑥医療法人制度改革  等  

1．安心・信頼の医療の確保と予防の重視  
（1）患者の視点に立った、安全・安心で質の高い医療   
が受けられる体制の構築   

・医療情報の提供による適切な選択の支援   

・医療機能の分化・連携の推進による切れ目のない  

医療の提供（医療計画の見直し等）   

・在宅医療の充実による患者の生活の質（QOL）の  

向上   

・医師の偏在によるへき地や小児科等の医師不足  

問題への対応 等  

（2）生活習慣病対策の推進体制の構築   

・「内臓脂肪症候群（メタポリツクシンドローム）」の概  

念を導入し、「予防」の重要性に対する理解の促  
進を図る国民運動を展開   

・保険者の役割の明確化、被保険者・被扶養者に  
対する健診・保健指導を義務付け   

・健康増進計画の内容を充実し、運動、食生活、喫  
煙等に関する目標設定 等   

乙医療費適正化の総合的な推進  
（1）中長期対策として、医療費適正化計画（5年計画）   
において、政策目標を掲げ、医療費を抑制（生活習   
慣病の予防徹底、平均在院日数の短縮）  
（2）公的保険給付の内容・範囲の見直し等（短期的対   

策）   

3．超高齢社会を展望した新たな医療保険制度  

医療計画、介護保険事業支援計画、  
康増進計画との調和が必要  

①医療費適正化の総合的な推進  

■ヽ ・医療費適正化計画の策定、保険者に対する一定の予防健診  
の義務付け  

・保険給付の内容、範囲の見直し等  

・介護療養型医療施設の廃止  

②新たな高齢者医療制度の創設（後期高齢者医療制度の創設、  
前期高齢者の医療費にかかる財政調整）  

③都道府県単位の保険者の再編・統合（国保の財政基盤強化、  
政管健保の公法人化等） 等   

体系の実現  
（1）新たな高齢者医療制度の創設  

（2）都道府県単位の保険者の再編・統合  



医 療 費 の 動 向  

○我が国の国民医療費は国民所得を上回る伸びを示している。  
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⊥年度伸  国民医療費等の対前年度伸び率（％）  
60   6   7   8   9   10   12   13   14   15   16   

国民医療費   6．1   5．9  4．5  5．6   1．6  2．3  3．8  ▲1．8  3．2  ▲0．5  1．9   1．8  

老人医療費  12．7  9．5  9．3  9．1   5．7   6．0  8．4  ▲5．1  4．1   0．6  ▲0．7  ▲0．7   

国民所得   7．4  1．4  0．1   1．3  1．0  ▲2．7  ▲1．5  1，3  ▲2．9  ▲1．4  0．7  0．7   

注1：国民所得は、内閣府発表の国民経済計算（2006年5月発表）による。  
注2＝老人医療費は、平成14年の制度改正により、対象年齢が70歳から段階的に引き上げられており、平成16年10月より72歳以上と  

なっている。   



年齢階級別受療率（主として生活習慣病に分類される疾患について）  
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（注）「患者調査」（平成14年）により作成   
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人口ピラミッドの変化（2005，2030，2055）∴平成18年中位推計t  

50  100  150  200   50  100  150  200  250 0  
万人  

0  50  100  150  200  250 0  
万人  

注：2005年は国勢調査結果。総人口には年齢不詳人口を含むため、年齢階級別人口の合計と一致しない。  
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⇒ 不適切な食生活、運動不足、喫煙などで起こる病気  

○内院脂肪症條群としての肥満症、糖尿病、高血圧症、高脂血症及びこれらの予備群   
自覚症状に乏しく日常生活に大きな支障はないが、健診で発見された後は、基本となる生活習慣の改善がなされないと…  

、－－   

盲束高遠惑∵  予備群  生活機能の低下   

要介護状態   

・半身の麻痔   

・日常生活に   

おける支障  

・認知症  

重症化・合併症  内臓脂肪症候群  

としての生活習慣病  

・肥満症  

■糖尿病  

・高血圧症  

■高脂血症  

など   

不健康な生活習慣   

・不適切な食生活  
（エネルギー・食塩  

脂肪の過剰等）  

・運動不足  

・ストレス過剰  

・飲酒   

・喫煙  など  

・虚血性心疾患  

（心筋梗塞、狭心症）   

・脳卒中  

（脳出血、脳梗塞等）   

・糖尿病の合併症  
（失明一人工透析等）  

など  

肥 満  

高血糖  

高血圧  

高脂血 など  

＊ 一部の病気は、遺伝、感染症等により発症することがある。  
、－ －－－－■■－●一一－一一一一  

o r不健康な生活習慣」の継続により、「予備群（境界領域期）」→「内臓脂肪症候群としての生活習慣病」→「重症化・合併症」－→「生活機能の低下・要介護状態」へと段階的に進行していく。  
○ どの段階でも、生活習慣を改善することで進行を抑えることができる。  
○とりわけ、境界領域期での生活習慣の改善が、生涯にわたって生活の質（QO」）を維持する上で重要である。  
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○高血糖、高血圧、高脂血、内臓肥満などは別々に進行するの   
ではなく、「ひとつの氷山から水面上に出たいくつかの山」   
のような状態  

○投薬（例えば血糖を下げるクスリ）だけでは水面に出た   

「氷山のひとつの山を削る」だけ  

○根本的には運動習慣の徹底と食生活の改善などの生活習慣の   

改善により「氷山全体を縮dlする」ことが必要  

心身機能の活性†  しい巣篭バランス  

消琶エネルギーの増  取エネルギーの減少  

∈澄  
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1人当たり老人医療費の診療種別内訳（全国平均との差）  

全
国
平
均
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差
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万
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）
 
 

福北大長広高石京佐沖鹿熊大香山岡真東徳愛愛福和富奈宮滋鳥埼秋福神岐宮青島群岩山三茨栃千静新山長  

岡海阪崎島知川都賀縄児本分川口山庫京島知媛井歌山良崎賀取玉田島奈阜城森根馬手梨重城木葉岡潟形野   

道  島  山  川   
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平均在院日数と1人当たり老人医療費（入院）の相関  
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資料出所：保険局調査課調べ（厚生労働省大臣官房統言¶青報部「平成15年病院報告」、厚生労働省保険局「老人医療事業年報」（平成15年度）より作成）  
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医療責増加の構図  

析   



生活習慣病対策の堆進体制の構築  

医療保険者  都道府県   

健
診
・
保
健
指
導
 
 

○健診・保健指導の  
○科学的根拠に基づく効  

果的なプログラムの提示  

・標準的な健診・保健指導  

プログラムの策定 等   

○総合的な生活習慣病対  

策の基本的方向性・具体  

○健康づくり施策の総合   

的な企画と関係者間  

実施  （ハイリスク  

アプローチ）  

・健診一保健指導  
積極的活用  

の協議調整  

の徹底  

実施結果に基づく  
データ管理  

保険者協議会  的な枠組みの提示  

地域・職域連携推進協議会  
○都道府県の取組支援  
・都道府県健康増進計画改  

定ガイドラインの策定   

■都道府県健康・栄養調査  

マニュアルの策定 等  

○健康増進計画の内容   

充実（新しい健康増   
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義関係者の具体的な  
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患者の視点に立った、安全・安心で質の高い医療 が受けられる体制の  

′〉早期に在宅生活へ復帰できる～  ～安全で質の高い医療を安心して受けられる～   ′）医療情報を十分に得られる′）  

在宅医療の充実による患者  

の生活の質（QOL）の向上  

医療機能の分化・連携の堆進によ   

る切れ目のない医療の提供  

医療情報の提供による  

適切な医療の選択の支援  

○ 介護保険等の様々な施策   

との適切な役割分担・連携   

も図りつつ、患者・家族が   

希望する場合の選択肢とな   

り得るよう、在宅医療の提   
供体制を地域において整備   

する。  
○ 医療計画において、脳卒   
中、糖尿病、がん等の在宅   
等での看取り率や在宅復帰   

率等について、数値目標を   

導入する。  
0 24時間対応ができる在   
宅医療や終末期医療への対   

応に係る評価等、在宅医療   
に係る診療報酬上の評価を   

充実する。  

○ 都道府県による情報の集   

約と公表   

→ 医療機関が施設の医療  
機能を都道府県に届け出  

て都道府県がその情報を  

分かりやすく情報提供す  

る仕組みを制度化する。   

○ 住民・患者に対し、自分   
の住む地域の医療機能や医   

療機関の連携の状況を医療   

計画により明示する。   

○ 広告できる事項を拡大す   

る。  

○ 医療計画の見直しにより、脳卒中、   
がん、小児救急医療など事業別に、   

地域の医療連携体制を構築する。  
○ 地域の医療連携体制内においては、   
地域連携クリテイカルパスの普及等を   

通じて切れ目のない医療を提供する。  

■－■－－－－－－－■－－→→一t－－一－－－－－■●■■■■■一■■●■一■■■●■－■■－■■■■■■  

≡ ※地域連携クリテイカルパス  
l   

l  

l  

l  

l  

l   

1   

1   

1  

1  

1  

1  

1  

1   

1  

1  

1   

l  

＿l  

：急性期病院から回復期病院を経  
；て自宅に戻るまでの治療計画。患  
l ：者や関係する医療機関で共有する  

；ことにより、効率的で質の高い医  

≡療の提供と患者の安心につながる  

ウ完後も考慮した適切な医療提  
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医療費の伸びの抑制（中長期的対策）  

基本的考え方  

◎ 平成20年度を初年度とする医療貴適正化計画（5年計画）において、政策目標を掲げ、医療真の伸びを適正化   

・生活習慣病予防の徹底 → 政策目標：生活習慣病有病者・予備群を25％減少（平成27（2015）年度）   

・平均在院日数の短縮 → 政策目標：全国平均（36日）と最短の長野県（27日）の差を半分に縮小（同上）  

共同作業  

○ 医療貴適正化基本方針一全国医療費適正化計画の作成   

○ 都道府県における事業実施への支援   

一平均在院日数の短縮に資する診療報酬の見直し   

■医療提供体制の整備   

・人材養成   

・病床転換に関する財政支援   

○ 計画の進捗状況の評価（中間年・平成22年度）、   

実績の評価（最終年の翌年1平成25年度）  

○ 都道府県医療費適正化計画の作成  

○ 事業実施  

（生活習慣病対策）  

・保険者事業（健診・保健指導）の指導   

■市町村の啓発事業の指導  

（在院日数の短縮）  

・医療機能の分化・連携の推進、在宅医療の推進   
一病床転換の支援  

○ 計画の進捗状況の評価（中間年・平成22年度）、  

実績の評価（最終年の翌年・平成25年度）  
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